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１．はじめに 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖

地震において，宮城県名取市での

民に対し津波警報が十分伝わらなか

報告されている[1]．避難前に津波警報

している場合でも，自動車での避難

を占めたことも影響して，メディアとしてはラ

ジオやテレビが多く，普段身近にある

メディアが，非常時も停電の制約

て情報伝達手段として活用されたことがわかる

防災システムとは災害時専用のシステム

く，普段は別の用途で積極的に利用

の身近にあり，その上で災害発生

ステムとして活用されるシステムである

求められている． 

 我々がこれまで研究開発を行なってきた

的無線ネットワークを利用した被災情報提供

ステム（以下，提案システム）では

の予測困難な災害に対して被災者支援活動

要な情報を共有する仕組みを提案

を行なってきた[2]．今回，提案システムをより

実用的な，日常的に利用される身近

ることを目的として，地域コミュニティシステ

ムを開発する．また，様々な災害

め，地震などの予測困難な災害だけでなく

波などの予測可能な災害にも対応

張を提案する． 

 本稿では，予測可能な災害にも

能拡張として，正確な防災情報を

達する仕組みについて提案する． 
 
２．システム概要 

 提案システムの概要を図 1 に示

ムは，地域の避難所間を無線ネットワークで

ぶことで情報の共有を行う．災害発生後

難所で入力された被災者の安否情報
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図 1 被災情報提供

 

などの被災情報は無線ネットワークを
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れた情報を被災者支援活動
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 地域コミュニティシステム

となる施設にサーバを設置
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行することが可能となる．
 
３．正確な防災情報を即時伝達
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報が口コミ情報として地域住民から提供される． 
 
３．１．モデレータ方式 

 被災情報提供システムに移行した際の情報収

集、配信の仕組みが地域コミュニティシステム

での情報交換と大きく異なるのは，寄せられた

情報をそのまま被災情報として配信する（閲覧

可能な状態にする）のではなく，寄せられた口

コミ情報（非公開）を必ず人の目によって確認

し，公開して問題ないと判断してから公開する，

という点である．これはモデレータ方式と呼ば

れ，モデレータは自治会長などが務める． 

 寄せられた口コミ情報を，モデレータがその

まま公開しないケースは以下の 3 通りが考えら

れる．“(1)明らかにいたずらと思われるもの”，

“(2)いたずらではなさそうだが的外れな内容の

ため勘違いではないかと思われるもの”，“(3)

有益な情報と思われるが具体的な場所などの情

報が足りていないもの”．(1)については，地域

コミュニティシステムおよび被災情報提供シス

テムを本人確認が必要な実名登録制にすること

でほぼなくすことができる．(2)(3)については，

モデレータが SNS の機能を利用して，口コミ情

報を寄せた本人に確認を取ることで，勘違いな

のかどうか，具体的な場所はどこなのか，など

を把握することができる．以上のように，モデ

レータ方式を採用することで地域により正確な

防災情報を提供することが可能となる． 
 
３．２．情報のグルーピング 

 モデレータが，寄せられた情報をチェックす

る手順として，情報のグルーピングを検討する．

災害に遭遇した住民に必要なのは，その時点で

の信頼できる確かな情報である．仮に公的機関

からの情報であっても，古くなった情報は信頼

できなくなり，口コミ情報であっても，確認さ

れ信頼できると判明すれば有益な情報として活

用できる． 

 寄せられた情報を、以下の 3 点についてグル

ーピングする．“(1)「信頼できる情報」または

「未確認情報」の判別”，“(2)情報発生時刻ま

たは確認時刻”，“(3)情報発生源”． 

 例えば，公的機関から得た洪水に関する情報

は，(1)「信頼できる情報」，(2)情報確認時刻，

(3)市の防災課，などとなる．また，口コミ情報

の場合は，その入手直後は(1)「未確認情報」と

して取り扱うが，市職員や自治会の役員等が現

場を確認することで(1)「信頼できる情報」に再

分類し，(2)情報確認時刻も更新する．これによ

り，情報確認時刻としては先の公的機関から得

た情報よりも上位に分類される． 

 以上のような情報のグルーピングを行うこと

で，例えば警戒水域に達していないという公的

機関からの情報があったとしても，住民が近く

の河川を見て口コミ情報を提供し，市職員が確

認することで，口コミ情報であっても「信頼で

きる情報」の上位に分類される．これにより被

害が拡大する前の早期避難につながり，自主防

災を支援する事が可能となる． 
 
３．３．Push 型の情報配信 

 津波警報など，緊急性が高いと判断される情

報については，情報を即時伝達できる Push 型の

情報配信[3]を行う． 

 要求に対して情報を送り出す Pull 型の情報配

信に対し，Push 型の情報配信ではシステムが一

方的に地域住民のタブレット端末やスマートフ

ォンに対し情報を配信する．この即時伝達の機

能により，被災情報提供システムが，既存の防

災無線やラジオ，テレビなどに加え，緊急時の

情報伝達手段の 1 つとして活用されることを期

待できる． 
 
４．まとめ 

 より実用的な防災システムの構築を目指し，

地域コミュニティシステムの開発と，予測可能

な災害にも対応できる機能拡張として，正確な

防災情報を住民に即時伝達する仕組みについて

提案した． 

 今後の予定として，平成 24 年 3 月までに地域

住民からのヒアリングを実施し，それを反映し

た評価システムの構築を行う予定である．また，

平成 24 年 5 月に行う防災訓練では実証実験を行

う予定である． 
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